52　早期退職者優遇制度に関する規定
早期退職者優遇制度規程

第１条（目　的）

１．この規程は、株式会社○○○○の「早期退職者優遇制度」の取扱いについて定めたものである。

第２条（定　義）

１．この規程において早期退職者優遇制度（以下「本制度」という。）とは、永年勤続し会社に貢献した従業員の充実した生涯設計を支援するため、就業規則第○条に定める定年に到達する前に自らの意思で退職する者に対し、所定の退職金に加え特別退職金を支給する制度をいう。

第３条（適用対象者）

１．本制度の適用対象者は、本制度による退職を希望する日において次の各号のいずれにも該当し、本人からの申請に基づき会社が審査のうえ承認した者とする。

(1)　雇用区分が正社員であること

(2)　年齢が満○歳以上○歳以下であること

(3)　勤続年数が満○年以上であること

(4)　従業員本人の申し出による円満退職であること

第４条（適用除外）

１．前条の規定にかかわらず、次の各号の一に該当すると会社が認定した従業員は、本制度を利用することができない。

(1)　事業運営上必要な従業員として、会社が継続勤務を期待する者

(2)　転職先が会社と競業する他社であって特に支障がある者

(3)　私傷病により休職中又は休職期間満了により退職する者

(4)　本制度の適用申請前○年以内に懲戒処分を受けたことがある者

(5)　前各号の他、会社が不適当と認めた者

第５条（退職理由）

１．本制度の適用を受ける社員の退職理由は、定年退職とする。

第６条（特別退職金）

１．本制度の適用を受ける従業員には、本制度による退職日を基準として、退職金規程に基づく退職金額（会社都合・定年退職による退職金額）に加え、以下の区分に基づく特別退職金を支給する。

	退職時満年齢
	特別退職金

	歳
	退職金の　　　　％相当額

	歳
	退職金の　　　　％相当額

	歳
	退職金の　　　　％相当額

	歳
	退職金の　　　　％相当額


２．特別退職金の支給額に10,000円未満の端数が出た場合には、それを10,000円に切り上げる。

第７条（申請手続き）

１．本制度の適用を希望する者は、「早期退職者優遇制度適用申請書」に、退職後の再就職先、自営、その他の職業等の予定、退職希望日その他の必要事項を記入の上、原則として退職希望日の６カ月前から３カ月前までの間に、所属長を経由して会社に申請しなければならない。

２．会社は前項の申請内容を審査し、原則として１カ月以内に審査結果を本人に通知する。

第８条（退職日の決定）

１．本制度による退職日は、原則として本人の退職希望日とする。

２．前項の規定にかかわらず、会社が特に必要と認めた場合には、本人との話し合いにより、退職日を変更することがある。

第９条（承認の取り消し）

１．本制度の適用を承認した後であっても、第４条の適用除外に該当した場合、又は誠実な業務の引継ぎを行わない等会社が本制度の適正な運営に支障があると認めた場合には、会社は本制度適用の承認を取り消すことができる。

附　則

この規程は平成○年○月○日より施行する。
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